
事務事業評価概要説明 

Ⅰ 尼崎市の事務事業評価 

(1) 行財政改革を進めるための重要なツールの１つ 

 本市では、平成１３年度から事務事業評価を導入し、各所管課の事務事業の自己点検ツ

ールとして機能させてきました。 

 事務事業評価とは、市が実施している事務事業の成果を客観的な指標（数値化された 

もの）などを活用して評価し、その

評価結果をもとに改革改善を図り、

より効果的な行政運営を目指そうと

するものです。事務事業評価は、行

政活動のＰＤＣＡサイクル（図表１

参照）のＣ（Ｃｈｅｃｋ）・Ａ（Ａｃ

ｔｉｏｎ）に相当するものです。 

（図表１－ＰＤＣＡサイクル） 

(2) 総合計画の施策体系に全ての事務事業を関連付けて評価 

 行政活動は、一般的に図表２のとおり、政策－施策－事務事業の３層の階層となってお

り、それぞれが目的と手段の関係を持ち 

ながら一つの体系をつくっています。 

本市では、平成２５年度より新たな総 

合計画に基づいて事務事業を実施してお 

り、今年度（平成２６年度決算）の事務 

事業評価にあたっては、昨年度（平成25 

年度決算）と同様、総合計画の施策体系に 

全ての事務事業を関連付けて評価しています。       （図表２－行政評価体系図）

 なお、政策とは行政運営の方針であり、施策とは政策を実現するための具体的な方策、

事務事業とは施策の目的を実現するための個々の活動のことです。 

Ⅱ 導入目的 

 事務事業評価は、現在、全国ほとんどの自治体において導入されており、その導入目的も

様々です。本市での導入目的は、①事務事業の改革改善、②市民の皆様への説明責任、③職

員の意識改革です。行政活動の最小単位である事務事業を対象に、ＰＤＣＡサイクルを検証

政 策

施 策

事 務 事 業

目的

手段
目的

手段

ＰＬＡＮ
（企画立案）

ＤＯ
（事業実施）

ＣＨＥＣＫ
（点検）

ＡＣＴＩＯＮ
（改革改善）
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することにより、最小の経費で最大の行政効果を求めていくものです。 

 事務事業評価を行うことで、所属職員間で共通認識を持ち、より効果的な事業実施を目指

します。また、評価表を公表することにより、市民の皆様への説明責任を果たし、行政への

信頼性の向上を図ります。 

Ⅲ 事務事業評価システムと、その手法の変遷について 

 (1) 平成 11年度から事務事業評価システムの研究を開始。 

 (2) 平成 13年度から事務事業評価の導入。個々の事務事務単位で点検・評価を行う。 

 (3) 平成 21年度から所管課単位で組織目標を設定し、各事務事業に優先順位を付けるなど、 

  相対的に評価する手法に見直しを実施。 

(4) 平成23年度から決算書や予算書に掲載している事務事業単位で評価を行うなどの見 

 直しを実施。 

(5) 平成2６年度から、施策評価結果に基づく事務事業評価を実施。 

Ⅳ 現状と今後の課題 

本市の事務事業評価については、各所管課の事務事業の改善ツールとして活用しているとと

もに、市民の皆様にその情報を公開し、分かりやすい行政情報の発信と行政運営の透明性を確

保しようとしています。 

平成２７年度においても、事務事業評価に先立ち、施策評価を実施し、施策（目的）と事務

事業（手段）の関係をより明確にし、更なる事務事業の見直しにつなげていこうとしています。 

しかしながら、当該評価表を十分に活用できていない面や、施策と事務事業の関係において、

指標の設定や成果に対する評価が十分でない面があり、改善の余地があると考えています。今

後とも、随時見直しを行うとともに、市民の皆様のご意見等も踏まえながら、より良い評価に

つなげていきたいと考えています。 

以 上 
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～障害のある人が地域で自立して暮らせるまち～

◆展開方向01：地域での在宅生活を支えます。

1 障害者虐待防止対策事業費 157
2 成年後見制度利用支援事業費 159
3 重度身体障害者訪問入浴サービス事業費 161
4 障害者（児）日中一時支援事業費 163
5 障害者（児）医療費助成事業費 165
6 心身障害者（児）対策事業費 167
7 在宅重症心身障害児（者）訪問看護支援事業費 169
8 身体障害者手帳交付事業費 171
9 障害福祉サービス事業者指定等事業費 173
10 障害者自立支援制度支給関係事業費 175
11 障害者福祉ホーム事業補助金 177
12 児童福祉施設入所心身障害児利用者負担補助金 179
13 指定管理関係経費（たじかの園） 181
14 障害者（児）自立支援事業費 183
15 自立支援医療等事業費 184
16 社会福祉施設等施設整備費補助金 185
17 社会福祉施設開設準備補助事業費 186
18 阪神７市１町障害福祉関係分担金等負担金 187
19 障害児通所支援等給付費 188
20 指定管理者管理運営事業費（あこや学園） 189
21 指定管理関係経費（あこや学園） 190
22 指定管理者管理運営事業費（たじかの園） 191

◆展開方向02：適切な支援につなぐための相談の体制を充実します

1 障害者（児）相談支援事業費 193
2 重度障害者入院時コミュニケーション支援助成事業費 195
3 心身障害者相談事業費 197
4 障害者計画等策定事業費 199

施策別目次の見方

【施策08】障害者支援
各施策は複数の展開方向で
構成されています。これは尼
崎市の将来の姿として総合計
画に掲げる「ありたいまち」の
実現に向けた、各施策の展開
の方向性を示すものです。

尼崎市の一番基本となる計画である「尼崎市総合計画」で定められた20の
施策のうち、対象となる施策と番号を表示しています。
※20の施策のどれにも当てはまらないものは、「【施策21】その他」としてい
ます。

各施策の展開方向ごとに、原則として複数の事務
事業が存在します。当該評価表は、この各事務事
業を評価シートを使って評価したものです。
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◆展開方向03：障害のある人の社会への参加を促進します。

1 意思疎通支援事業費 201
2 日常生活用具給付等事業費 203
3 障害者（児）移動支援事業費 205
4 重度身体障害者（児）リフト付自動車派遣事業費 207
5 身体障害者更生訓練費給付事業費 209
6 心身障害者（児）スポーツ大会開催事業費 211
7 自動車運転免許取得・改造助成事業費 213
8 重度心身障害者（児）福祉タクシー利用料助成事業費 215
9 心身障害者（児）対策啓発事業費 217
10 身体障害者福祉センター指定管理関係経費 219
11 障害者市バス特別乗車証交付事業費 221
12 地域活動支援センター事業補助金 223
13 障害者小規模作業所運営費等補助金 225
14 障害者就労支援事業費 227
15 軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業費 229
16 原爆被爆者市バス特別乗車証交付事業費 231
17 補装具交付・修理事業費 232
18 身体障害者福祉センター指定管理者管理運営事業費 233
19 身体障害者福祉センター整備事業費 234
20 身体障害者福祉会館指定管理者管理運営事業費 235
21 身体障害者デイサービスセンター指定管理者運営事業費 236
22 地域活動支援センター等移行支援事業補助金 237

各事務事業の名称とページ番号を表示しています。
これらの情報に加えて、所管課や事業費を記載した詳細な一覧は別頁の「施策別事
務事業集計表」で確認することができます。
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①事業概要

②事業費 （単位：千円）

項 05 総務管理費
目 15 広報費

会計 01 一般会計
款 10 総務費

根拠法令
個別計画 ―
事業開始年度 昭和17年度

市報あまがさき発行規則

16 文化・交流

(16-2) まちの魅力を積極的に発信し、良好な都市イメージを創造する。

施策

施策の
展開方向

市報あまがさき発行事業費 121A
事業分類 ソフト事業

事業実施
趣旨

市政情報を市民や事業者に確実に伝達し、市政に対する関心と理解を深めてもらうため、市報あまが
さきを発行する。

求める成果
（どのような状
態にしたいか）

実施内容

対象
（誰を・何を）

事業概要

その他 0 0 

58 59 
委託料 27,647 25,090 
使用料及び賃借料 2,040 

人件費　B 18,930 19,229 
職員人工数 2.09 2.16

嘱託等人件費 1,905 2,152 
職員人件費 17,025 17,077 

82,461 80,403 

県支出金

合計　C（A+B）

C
の
財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 82,461 

市債
その他

80,403 86,146 

データ送受信用通信費

2,040 

（参考）27年度予算25年度決算

2,040 
27,763 

26年度決算

33,985 
63,531 

役務費
需用費 33,786 印刷製本費

60 

67,040 事業費　A

ＤＴＰ機器リース料

1,988

2.16

40 

備考

市内全世帯・事業所

86,146 

19,106 

61,174 

17,118 

37,137 

市報配布・人材派遣業務

辻本　ゆかり

１　市報あまがさき発行事業費
　　市政情報やまちの情報などを掲載した「市報あまがさき」を作成し、市内全世帯・事業所に配布す
る。
　　（発行物）
　　通常号（毎月１日発行・32ページ10カ月、24ページ2カ月）：特集記事、市政情報、お知らせなど
　　（発行部数）
　　月平均：233,500部
　　（平成26年度実績）
　　61,174千円

２　市報あまがさき編集事業費
　　人材派遣（1人）、入札不調のため雇用なし
　　（平成26年度実績）０円

市政情報やまちの情報などを分かりやすく提供することで、市政に対する関心と理解が深まっている
状態。また、まちの魅力を情報収集・発信することで、まちに愛着を持つ市民が増加している状態。

市報あまがさき（月1回）の発行　年12回

事務事業シートの見方

局企画財政局 課魅力発信・報道担当

平成２７年度　事務事業シート　（平成２６年度決算）

事業区分 裁量的
事務事業名

所属長名

平成26年度歳
入歳出決算事
項別明細書に
掲載されている
全ての事務事
業（人件費（職
員給与費、委
員報酬、遺族
扶助費、災害
補償費）、臨時
職員賃金、その
他諸経費等を
除く。）を点検

【根拠法令】
根拠となる法、
条例、規則、要
綱など

【個別計画】
分野別計画名
及び事業評価
の有無

【施策・施策の
展開方向】
この事務事業
が属する施策と
展開方向

事業の性質ごとに、ソフト事業、ハード事
業、法定事業、法定事業（一部法定外事業
含む）、内部管理事業、補助金・負担金、施
設管理運営の7事業に分類

対象事業に、裁量的な経費が含まれているのか、義務的な
経費なのかで区分
裁量的・・・法令等による義務付けがない事務事業　など
義務等・・・法令等による義務が課せられている事務事業
　　　　　　　施設・インフラ整備等にかかる投資的事業
　　　　　　　年限の定めのある（債務確定している）事務事業　など

事業執行や行
政サービスの
提供に直接投
入する経費を
各年度節別に
記載

職員1人当たり
の年間業務量
を、職員人工数
1.00とし、0.01単
位で正規職員
及び再任用職
員の業務量を
概算集計

概算集計した業
務量（職員人工
数）に、右下表
の平均人件費を
乗じて、正規職
員と再任用職員
の人件費を算
出。

嘱託員・臨時的任用職員
（アルバイト）の人件費等
の実績額を記載。

＜平均人件費＞ （単位：千円）
年度

25年度
26年度
27年度

正規職員 再任用フルタイム 再任用短時間

2,9435,4308,146
7,906 5,427 2,939

2,9505,4377,925

5

③事業成果の点検　　※ハード事業については進捗管理

■
□
□

④必要性・有効性の点検

⑤受益と負担の適正化の点検
□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

⑥他自治体比較

⑦担い手の点検
□ 全部 ■ 一部 □ 無

□

■ 上記以外

□ 委託等の余地有

■ 委託等の余地無

⑧総合評価

⑨改善の方向性

一部業務については、現在、民間委託をしてお
り、今後も委託する予定である。

Ａ Ｂ C Ｄ
内容

Ｅ

市民の領域　⇔　行政の領域

市政情報の提供と共有、自主広報という面において、非常に有効な手段であり、必要性は高い。ま
た、市内全世帯・事業所に配布しており、一定の効果が得られていると考える。

必要性
・

有効性

26年度の目
標に対する
達成状況

現状の委託等

印刷と配布業務、人材派遣については既に実施している。

法に基づき市が直接全
てを実施すべき業務

やや達成できず

（概ね）達成

目標値を達成できた。

現状の
受益者負担

26年度25年度 100
年
度

下回った

目標・実績 目標値 96 9724年度
達成
年度

毎100

見直しの
必要性

阪神間他都市も同様に広報誌を発行している。
他自治体及
び国との基
準比較

本事業は、市政情報などを提供するものであり、受益者負担を求めることは適正
でない。

委託等の
可能性

協働の領域

○将来像
●現状

今後の
改善策

市報に掲載依頼のあった記事を、ターゲットや重要度、内容などの面から分析し、それぞれに適し
たメディア（市報・スマートフォン・パソコン）で発信していく。

総合評価 縮小 スマートフォンやパソコンの普及に合わせて、市政情報を発信するメディアを転換
していく。

％単位
あまっこねっとを活用したアンケート「広報誌及び広報番組について」の集計結
果（問　市報あまがさきを読みますか？）(適切な成果指標の設定が困難なた
め、活動指標を設定)

評価指標

当該事業の成果目標を、評価指標として設定。目標値に対する平成26
年度の実績値の割合について、原則として以下の基準で分類
・（概ね）達成　　　 　： 80%以上
・やや達成できず  　： 60%以上80%未満
・下回った　　　　 　  ： 60%未満

今日的に必要不可
欠な事業なのか、
公益性が高い事業
なのか、市が実施
しなければならな
い事業なのか、施
策の実現のために
有効な事業なのか
を点検

他の自治体や国基
準と比べて、どう
いった水準にある
のかを点検

現状（平成26年度
末時点）、事務事
業の実施主体が行
政であるべきなの
か、民間企業や市
民団体等で実施で
きないのかどうか
を点検

上記点検結果を踏
まえて、事業の今
後の方向性を記載
（拡充・維持･改善・
縮小・休廃止・完了
のいずれかの区分
を記載）
※平成28年度予算
に沿った内容とし
ている

今後、各所管課で
取り組むべき改
善・見直しの方策
について、具体的
に記載
※平成28年度予算
に沿った内容とし
ている

市が行う事業によ
り特別の利益を受
ける者に対して、手
数料・使用料など
で負担を求める対
象範囲と負担額を
点検

※当該ページについては、前ページの事
業区分が「裁量的」となっている事業のみ
作成
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